十二、産業別所得
１　経済の動向

戦後日本の経済復
　昭和２５年ごろから徐々に復興した日本経済は、激しいインフレーションと戦いながら経済成長を続け、戦

興
後のどん底から世界的にも稀な経済復興を成しとげた。しかし昭和３５年以降高度成長政策を続けたわが国の経済にも大きな浮き沈みがみられ、例えば３９年から４０年にかけてあらわれた日本経済の不況は、企業の倒産、卸売物価や株価の低落で深刻な様相を呈した。この不況は国際収支を是正するための金融引締の政策が発端となったが、国際収支のバランスも回復し、さらに政府は企業経営悪化の対策として積極的な金融政策がとられ、公共事業の促進、国債の発行、財政投融資の増わく等によって４１年の下半期になって景気上昇の気運が高まった。

　また次に起きた不況は、４５年下期から４６年にかけて約１７か月にわたる不況であった。これは高度経済成長を続けるわが国の自動車、家庭電気、石油化学、合繊、鉄鋼などによる４０年代にはいてからの巨額の設備投資によって景気が過熱し、政府はこの景気抑制策に金融の引締めを行ったものであった。この結果各部門で莫大な遊休生産設備をかかえることになり、またそれに追打ちをかけるかのように４６年１２月には円の大巾切上げが起きるなど、不況風は一層強まった。しかし４７年度にはいって景気は急速な回復をみせた。
ショック続きの日
　４７年度の景気回復以来、再び高度成長の続くやにみえた日本経済は、４６年８月のドルショックですでに

本経済
経済危機の要素をはらんでいたが、４８年１０月以降の“オイルショック”による経済界の大混乱と、これによって起きた物不足、インフレーションの発生である。政府はこの異常事態に対処するため、金融の引締め、財政支出の繰延べ、石油消費の抑制と価格凍結などの立法措置を講じた。その効果がようやくあらわれた４８年下期には、その反動として一部資材の値下りもみられたが、生産は大巾に落ち込み戦後最大のものとなった。
低成長時代にはい
　これによって過去２０数年間高度成長を続けた日本経済は、一挙に低成長時代を迎えた訳で、企業の大量配

た日本経済
置転換、賃金カット、雇用調整など、戦後経験しなかった多くの社会問題が横たわり、物価鎮静と深刻化したデフレ防止の政策がどのように展開されてゆくのか、国民注視のまととなっている。
